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I まえがき
これまで住民運動の一例として，某区における小学校
への幼稚園併設に対する住民の反応を取り上げて調査し
てきた。
この問題の発端は，当時の区長の諮問機関であった幼
稚園審議会が区内の人口からみて公立幼稚園を早急に10
園設置することを答申したのに対して，区側が財政難を
理由にその内の6園は校地面積8,（削m2以上の区立小学
校に併設する方針をとったことである。
現在までに4つの併設幼稚園が開園する運びとなった
杭残りの2園（0, F小学校への併設）については小
学校P.T.A.を中心とする反対運動に会い着工しえな
いままに経過してきた。
こうした動きを挑めてみると，区側が併設方針に固執
するあまり一部有力者に事前の了解を求めるだけとし，
独立幼稚園の建設を要求する請願を無視してきたことが
4年にわたる混乱をもたらしたと言える。
従来の行政ノfターンが頓挫をきたした一例といえる
が，反対運動を行なってきた住民にとっても地域社会に
ついて再考する機会を与えることとなった。
例えば， F小学校P.T.Aが運動の一環として会員に
実施したアンケート調査をみると「00には空地や都有
地などが多くあるのに公共施設がありません。どんなも
のが必要ですか」との設問があり，回答の多い順序に
「児童館」 「野球のできる広場」 「幼稚園」 「図書館」
「児童遊園」 「保育園」等があげられた（毎日新聞51年
3月17日付〕。
こうした公共施設は各自の必要から出たものであろう
が，次の段階では住民間での要求調整が必要となり否応
なく従来の反対運動からの質的転換を求められる。もし，
IV 実験室におけるN人グー ム・ H ・H ・...・ H ・H ・H ・－－……72
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自己犠牲を恐れて区側に要求するだけの受益者の立場に
戻ってしまうならば，逆に区側が或る施設の実現と抱き
合せの形で再度併設問題を持ち出した場合，反対運動は
分裂し，最早エネルギーを結集しえないままに終t息する
ものと恩われる。
本報告は上記の点を踏まえてこれまでの調査結果を再
構成するとともに，住民運動一般について考察を加える
ことにする。
I 某区における幼稚園併設問題
（概要〉 某区は昭和46年に区長の諮問機関である幼稚
園審議会の答申を基に， 3年計画で10間程度の公立幼稚
園を建設することとした。ところが区の財政状態から2
圏を独立幼稚薗とし， 6掴は区立小学校に併設（敷地の
共用〉することを基本方針とした。
その際の選定手続は区内45の小学校から8，（削d以上
の校地をもっ16校を選び出し，各々について周辺の私立
幼稚園との関係を考慮した上で併設校を決定した（表1）。
表1.都内部区の小学校1校当りの校地面積（単位はrf)
区名陣地面積｜区名｜側面積｜区制地荷積｜区名｜榔面積
間 4420.7拘束14035.件田18314.幻｜豊島｜百04.65
中央14598.l堰田16飢田隆司悶54同1116092.62
港 15749.7牛東17佃4峨谷17398.1j板橋19812.21
新宿16町3.441副 1J111s. 401中野19193.嚇馬111830.63
文京16お7吋黒18847.1彬並19292.時立19739.89
葛飾｜蜘何百戸18537.071北 17987.7併均17980.00
但L，昭和49年度調査
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現在までに独立幼稚園2，併設幼稚園4が開園となっ
ているが， 0, F小学校への併設は小学校P.T.A.を
中心とする反対運動のため未だ着工すらできない状態で
ある。
ところで両校を巡る経緯：土大略次の通りである。
昭和；7年7月 第2次答申案をめぐり併設予定校で賛
成，反対運動がおこる。
昭和48年10月 区議会文教委員会では賛成6，反対3で
併設を決定。
昭手口49年6月 区議会本会議では賛成多数（33対15）に
より併設を可決。
昭和49年7月 D,F小学校で、はP.T.A.によるピケの
ため着工延期。 「合意に達しないかぎり
着工しない」との区長発言。
昭和49年10月 50年4月開閣のタイム・リミットのため
「話し合っても無駄」との理由で着工宣
言。 F小学校で工事関係者と反対派の衝
突。
昭和49年12月 D小学校で工事関係者と反対派の衝突。
昭和50年2月 区議会全員協議会でも結論がでず， 4月
開園を断念。
昭和50年4月 区長，区議会議員選挙が行なわれる。
昭和51年2月 F小学校については併設を断念する。
この問題に対する区側の姿勢は「新宿，台東など併設
している他区に聞いても弊害は出ていない。校庭をいま
より狭くしないですむような工夫もいろいろした。反対
派はごく一部。大部分の人は賛成のはずだ。それに議会
が議決したものをいまさら変更できない」とのタテマエ
論で終始してきた。反対派の中心であるP.T.A.は「他
に土地がないならともかくも，校庭を削るのでは子供達
が可愛想Jとの心情論によっており，議論としては所詮
かみあうものではなかった。
ところで昭和49年の統計によると，同区の幼稚園年令
該当数は3才児6,352人， 4才児6,070人， 5才児6,036人
であった。一方，収容可能人数は私立幼稚闘が30で合計
6,047人（3才児237人， 4才児2,448人， 5才児3,327人），
公立幼稚園が4で合計543人（4才児195人， 5才児348人〕
であった。 4才児の43.5%, 5才児の60.8%が幼稚園に
在園していることとなる。
昭和50年度の公立幼稚園の募集要項では，入園料500
円，保育料が月 1,000円で4才児と 5才児を各40名募集
となっている。人数の点はともかく，費用の点からして
も公立幼稚闘が望まれる訳であるが，小学校の運動場を
共用する形での併設幼稚園の在り方には保母さんからも
子供同土の事故について心配が多いようである。
I D小学校への幼稚園併設を巡っての
事例研究
D小学校は明治34年創立の歴史をもち，校地面積 10,
697.Slm'，児童数924人（昭和49年5月1日〉，校区は0
001丁目87～93, 3了目 l～23, 5丁目 l～15, 6丁
目1～32,34～44, 7丁目25～51である。
地域の特徴は調査員の寸評によると， 1丁目はアパー
ト街である。町にまとまりがあり住民の意識も高い人が
多かった。大きい道路が近くを通っているが，裏通りに
入れば静かである。 3了目は住宅街といえるが普からの
住人が多く，下町の風情がある。住民の意識としてはま
あまあであるが，多少封建的な所も残っているようであ
る。 5丁目は道幅が狭く普からの下町の様子が残ってお
り，商店主が多くなった。一方，調査に際しては不在，
面接拒否が多かった。 6丁目はアパートが混在している
が7丁目と似た感じであった。 7丁目は東京の下町の感
じがあり，人情の交流が感じられ住みよい町と恩われ
た。居住者の質もよくお茶を勧められたれ煙草をもら
ったりした。アパートも少なく，地域としてのまとまり
が感じられた。
昭和49年当時この地域には2つの私立幼稚園（在園者
計458人〉と lつの公立幼稚園（在園者115人〉があった。
反対運動は昭和47年11月の併設反対の請願以来， P.
T.A.に併設問題対策委員会を設置して進められてき
た。政治的には保守の地盤ともいわれる土地柄でこれま
で反対運動が続いてきた背景には，①校内にある記念植
樹園をつぶしてまでも併設を強行しようとする区側の姿
勢に対する反発，②対策委員会を拠り所とした母親達の
積極的な活動（P.T.A.の改革も含めて〉，が与って
いたと思われる。
調査方法分析資料としては，昭和47年11月16日提出の
併設促進を求める陳情書，同年11月10日提出の併設反対
を趣旨とする請願書に各々添付された署名簿を用いるこ
とにしfこ。
分析手続は次の通りである。①署名者の地域的分布を
みるために，名字・住所から世帯単位に再分類し地図上
にプロットした。
②このプロット図に基づき，請願書乃至陳情書への署
名に関係してくる要因を実験分析的手法によって明らか
にしようとした。取り上げた要因は，③併設幼稚園に伴
う個人的利害一一子供が併設幼稚園によって恩恵を受け
る年令か否か一一，⑧地理的距離の要因一一単に距離的
に近いとの理由で，本件とは関係の薄い立場にありなが
ら署名を求められたのか否かー←⑥対人関係の要因一一一
署名活動者（発起人〉との個人的な人間関係を通じて署
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名に同意することになったのかーーの3点である。
上記の点の分析に際しては，住民票などの資料を用い
fこ。
③プロット図に示された促進派及び反対派の署名者に
対して訪問面接調査を実施した。調査時点は， D小学校
の工事に対して反対派住民が座り込みを行なっていた49
年12月，第2次答申案に含まれていたT併設幼稚園が開
園して暫くの50年8月中旬，併設問題がこう着状態のま
ま4年を経過する50年12月中旬であった。
調査結果署名簿に記載された者について地図上で住居
の確認を行なった結果，促進派が1,605（署名人数4,162), 
反対派715（署名人数4,628）となった。
③署名と個人的利害との関係
校区内の5, 6, 7丁目に住む署名者について住民票
から家族構成を調査し，小学校在学及び就学前の子供を
持つ世帯数を示したのが表2である。これを小学校在学
の子供をもっ世帯の割合で示すと，促進派お.3%，中間
派（両方に署名〕 55.3%，反対派70.3%となり，各派の
問に子供の年令に関わる利害関係がみられた
(X2=50. 81, df=2, P<o. 01）。
表 2 派別にみた子供の年令
｜小学校在学｜就学前
促 進 派 21 69 
中 間 派 26 21 
反 対 派 111 47 
計 158 137 
但L，子供の数は延べ人数とした．
一方，併設反対の署名活動は昭和47年11月10日と昭和
49年6月1日に行なわれており，子供の小学校への入学，
卒業に伴う利害関係の変化によって署名者の異動がある
ものと恩われた。両年度のプロット図を参考にして異動
者を住民票から調査した（表3）。
しかしながら，結果は明確ではなく署名簿での変動と
個人的な利害関係子供の年令ーとの対応はみられなか
った。
署名行動は地理的なつながりと人間的なつながりによ
っており，両者を峻別することは離しいと思われるが，
ここでは一応別々に取り上げる。
⑧地理的距離の要因
署名簿の綴じられている順序が署名活動の一端を反映
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表 3 反対署名者の異動
135.4～137.寸ぺ43.4～37.3 41 43.3 
47年度は反 生4つ7家年の度子庭供に小を学も1161201°1
対署名をし境問。 Io I 9 I 37 たが， 49年
度は署名せ
ず を~l品質1 4122115111 
47年度は反器開11912sJ oJ o 
対署名をし器開。 Io I 6 I 60 なかったが
49年度は箸
名する 小前つ家学の生子庭供と就を学もI5 I 31 I 15 I 25 
但し， 35.4～37. 3は47年当時小学校， 5・6年生， 49年には卒業。
41. 4～43, 3は47年当時就学前で， 49年には小学校1・2年生。
しているとみなし，署名者の記載順序に通し番号をふり
プロット図に転記した（図1～図9）。
図1 幼稚園併股反対遺動｛昭和47年度署名者）
図2 幼稚掴併股反対遭動（昭和49年度署名者）
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図S 幼稚園併殺反対運動（昭和初年度署名者） 図4 幼稚園併設反対運動（昭和49年度署名者）
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署名順序No.l～No.500 署名順序Nnl～No.715
図5 幼稚園併設促進運動 図6 幼稚園併股促進運動
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署名者Nnl～Nu却。 署名者Na1～NaSOO 
図7 幼稚園併股促進運動 図8 幼稚園併殺促進遍動
署名者Na1～Na700 署名者Na1 -Na!OOO 
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図9 幼稚園併股促進運動
署名者Na1～Na!600 
材料となる署名簿は昭和47年11月16日と昭和49年6月
1日提出分を用いた（但し， 47年11月10日分は筆写によ
ったため使用できなかった）。まず，プロット図を機械
的にlOOm×lOOm（縮尺1/1720）のメッシュで分割し，
その内部に含まれる署名順序の連続性（Run〕を計算し
た。次にメッシュの大きさを次第に拡大していき，同様
にRunを計算した（表4）。
しかしながら，何れのメッシュの大きさの場合にも両
派のRunの構成に有意差はみられなかった。これはメッ
シュ法による単位の設定の仕方があまりにも不自然とな
り，両派においてRunの数0の場合が80%前後に及んだ
ことによると思われる。
表 4 メッシュ法による両派のRunの構成
促進 450 58 29 12 6 10 3 2 9 579 
lOOm ×lOOm 
反対 487 53 16 10 6 6 2 2 1 583 
促進 464 39 20 10 11 8 5 3 13 573 
200m×200m 
反対 486 35 16 14 11 9 3 4 3 581 
促進 445 30 15 9 9 5 3 4 14 534 
300m×300m 
反対 454 43 18 6 8 9 2 5 8 553 
促進 474 19 12 7 7 4 1 1 19 544 
400m×400m 
反対 427 21 9 13 7 7 5 3 8 500 
この結果は表5に示されているが，校区全体でみた場
合，多少ながら促進派の方に署名順序の連続性が表われ
ていた（Kolmogorov-Smirnov片側検定 X2=4.39, df=2, 
O. 20> P>0.10）。
表 5 住居表示を基にした両派のRunの構成
123456781計
3丁目 促進 146 10 9 9 4 3 1 2 3 187 
1～23 反対 68 12 2 0 1 0 0 1 0 84 
5丁目 促進 45 21311101 55 
1～15 反対 54 7 3 2 1 0 0 0 0 67 
6丁目 促進 123 19 10 7 4 2 0 1 0 166 
1～44 反対 80 10 3 1 1 2 0 0 0 97 
7丁目 促進 134 3 3 3 4 1 2 2 6 158 
25～51 反対 109 14 12 3 0 2 0 0 1 141 
校区全体
促進 448 34232213 7 4 510 566 
反対 311 43 20 6 3 4 0 1 1 38~ 
（メッシュ法の問題点〕 この方法では，①地図上では
確認しえない商店関係者，アパート，下宿・寮住まい等
が除かれてしまうこと，②署名簿の綴じ込み順序が必ず
しも実際の回覧！｜原序に対応していないこと，等の難点が
あり，両派の署名活動に際しての地理的距離の要因を検
出するには至らなかったものと恩われる。
。対人関係、の要因
本調査で取り上げた署名簿の内容をみると，促進派の
場合（署名人数4,162) 1枚に20名の署名可能な用紙で
277枚，反対派（署名人数4,628）では1枚に26名の署名が
可能な用紙で 199枚となっていた。これを世帯単位にま
とめ直すと，署名簿1枚当りの平均署名世帯は促進派
10.86（分散25.79），反対派8.95（分散9.23）となり，署
名用紙の違いは別にしても明らかに促進派の方が多かっ
た（t=4.72, P<o. 01, df=472）。
この点は促進派の署名母体が町内会，反対派が小学校
P.T.A.であったことに関係すると恩われる。
対人関係、の調査は訪問面接調査によることにした。調
そこで，より日常生活に近いと思われる町名を分類基 査リストは両派の地域的な拡がり， l枚当りの署名人数
準として，同様な手続によって0丁目に含まれる署名者 等を考慮して促進派103地点，反対派96地点とした。
のRunを計算した。 面接対象者は予め指定せず，各調査地点のリストから
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表 8 各派の署名者の構成前後3人づっの名前をあげてその関係を尋ねうる位置に
記載されている人物を任意に選択させた（表6）。
表 6 被面接者の住所別リスト
l1丁目＼2T~3丁目（吋丁円7丁目
??
?
ー ???????ー
?
っ ? ヮ??
??
?
?
?
? ??
?
?????っ
?
???????
結局，各被面接者について6人の名前をあげてその対
人関係を尋ねたわけであるが，その結果をみると促進派
4.05 c分散1.61），反対派3.49c分散3.28）となり両派
に有意差がみられた（t=2.22,P<0.05, df=l85）。
これを前後1人づっに限定したのが表7であり，両派
の特徴は一層明らかにされた exス＝6.32,P<0.05, 
df=Z）。
表 7 署名簿にあらわれた人間関係
｜促進派N＝イ反対派N＝回
前，後の人を知っている
いずれか一方を知っている
いずれも知らない
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22 
?
?
??
??
7 
知り合いの関係をカテゴリー別にみていくと「隣り近
所」と答えたのが促進派112%，反対派42%であり， 「顔
見知り」 「名前を聞いた程度Jを加えると促進派72%,
反対派50%となった。一方， 「親戚，身内」のカテゴリ
ーは促進派4%，反対派5%, 「子供が同じ小学校，幼
稚園に通っている」のカテゴリーについては促進派0%,
反対派6%「未知」は18%と30%であった。
この点は先の調査で「親しいつきあいをしている人は
何人ですか」と尋ねた所（N=l07），中央値は4人であ
ったことを考えあわせると，促進派はより身近な人間関
係に基づいて署名活動を行なったと思われる。
訪問面接調査の結果
第1回調査は昭和49年12月末に実施し，調査地域は反
対運動が活発であった6, 7丁目とした。面接リストで
は促進派168人，反対派112人，中間派（両方に署名〕 41
人を予定していたが，最終回答者数は促進派50，反対派
50，中間派21であった。回答者はほとんどが主婦であっ
た。まず，各派の子供の年令と転入時期について住民票
からの調査結果を示す（表8' 9）。
まず，各派の署名者の個人的利害関係をみるために住
民票から子供の年令を調べた。表8で明らかなように，
促進派と反対派（X2=57.78, P<o. 01, df=2），促進派
1健派｜闘派｜中間派
中学生以上の子供をもっ 40 46 19 
小学生の子供をもっ 19 85 20 
就学前の子供をもっ 77 33 19 
非該当 76 24 10 
不明 13 2 4 
表 9 各派の署名者の現在地への転入時期
I nl i昭和｜昭和 ｜昭和 1ro~391~~1 百十明治大正1～9110～19120～2930～  
促進派 2 10 14 17 66 26 19 154 
反対派 。11 9 8 35 30 13 106 
中間派 。7 5 1 11 8 7 39 
と中間派（X2=13.26, Pくo.01, df=2），反対派と中間
派（X'=5.95 P<o.10, df=2）のそれぞれで有意差が
えられた。小学生の子供をもっ世帯の割合は促進派14%,
反対派52%，中間派34%であった。転入時期については，
昭和30年以降の転入者の割合が促進派30%，反対派40%,
中間派40%となっていた。
面接結果については既に報告済みであるから（辻・三
井1975），ここでは要点のみを抜粋する。
回答者のうちで「これまでに請願・陳情書に署名した
ことがある」と答えたのは，促進派58%，反対派76%,
中間派71%であった。
署名を求められたときの反応は，反対派と中間派90%
の以上が「内容によって態度を決定する」と答えたのに
対し，促進派は58%に止まり「その都度協力する」 「多
数に従う」との回答が多くなった。
公立幼稚園については，各派共90%以上がその必要性
を認めていたが，その手段であるD小学校への併設につ
いては当然ながら反応が異なっていた（表10）。
表10 併設幼稚園に対する態度
i健派｜反対派｜中間派
併設に賛成
併設に反対
わからない，その他
10 
28 
?
?
? ?
??
??
12 
計 50 50 21 
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「用地難から公立小学校の敷地を削って幼稚闘を建設
する動きに対してどう考えますか」との設問には，促進
派の56%，反対派の20%，中間派の52%が併設に賛成と
答えていた（X2=23.28, P<o. 01, df=2）。
この結果は「子供の早期教育」への関心の相違という
よりも（各派共40%前後の関心〕，反対派での一種の危
機感を示したといえる。つまり， 「この地域で何か特別
な運動をした問題がありますかJとの質問に，反対派で
は60%が幼稚園問題を指摘したのに対して，促進派，中
間派では各々20%,50%に止まっていた。区銀ljの工事強
行に備えて座り込みが行なわれた時期でもあり，反対派
住民の方が併設問題をより意識化せざるをえなかったと
思われる。
第2回訪問面接調査は，併設問題がこう着状態となっ
た50年12月中旬に実施された。
調査地点は両派の署名簿から促進派103，反対派96を
設定した（内訳は表6を参照〉。
最終回答者数は促進派92c男2沼，女64），反対派95（男
33，女62）となった。回答者の平均年令は促進派44.06
〈分散224.06），反対派44.94（分散176.40）であり，平
均在住年数は促進派23.60（分散245.46), 反対派19.51
〈分散145.74）であった（t=l.98, P<o. 05, df=l田〉。
調査結果に入ると，中学生以下の子供をもっ世帯は促
進派33，反対派49であり，子供の年令と併設幼稚園に対
する態度は次の様な関係、であった（表11，表12）。
表11 延べ人数からみた子供の年令と併設問題に対す
る態度
l 献｜判例1~e：ら
中学生の子供をも 3 1 。 3 つ世帯
促進派 小学生の子供をも 7 。 1 10 つ世帯
就学前の子供をも 11 2 6 11 つ世帯
中学生の子供をも 8 9 4 。つ世帯
反対派 小学生の子供をも 12 24 8 2 つ世帯
就学前の子供をも 7 8 3 。つ世帯
併設問題については「他の地域では区立小学校への幼
稚園併設を巡って地元民と小学校P.T.A.の対立が伝
えられますが，あなたはどうお考えですか」と間接的に
質問した。
結果は表13に示したように，両派の態度は相違してい
た（X2=36.29, P<o. 01, df=3）。これを第1回調査と
表12 子供の年令と併設問題に対する態度
集票tこ 併反設対に その他 わからない
派派
中学生をもっ 2 3 1 4 。3 。2 世帯
小学生をもっ 1 2 。11 。2 2 3 世帯
幼稚園児をも 3 1 1 1 1 。。2 つ世帯
中学，小学，帯園
児をもっ世
。。。1 。。。。
中学，小学生 1 3 。4 。1 。1 をもっ世帯
小学生，園児 5 3 。3 1 2 。5 をもっ世帯
乳幼児をもっ 1 。。2 1 1 。2 世帯
比較すると，促進派では「わからない」との回答が増加
し cx•=s.59, P<o. 05, <lf=2), 反対派では回答の平
均化がみられた。
表13 両派の併設問題に対する態度
仲間成｜併設問対｜その他｜わからない
促進派N＝叫 31 
反対派N＝阿 28 
8 
36 
10 
18 
43 
13 
次に，両派の生活意識に差異があるかをみるために，
「知っている区議会議員」の名前を尋ねた。促進派では
92名中55人，反対派では96名中61人が名前をあげた。両
派共多い順序にO議員（自由民主クラブ） ' K議員〈社
会党→刷新議員団）， T議員（同志会→北政会〉となり，
いずれも調査地域の近くに居住していた。
併設問題と関連づけて地域問題への姿勢をみるため
に，次の質問をした。 「公の利益のためには個人の権利
が多少犠牲になることがあっても仕方がない，との意見
についてどう患いますか」（X2=13.46, P<O.Ol,df=2), 
「個人の権利を認めるためには公の利益が多少犠牲にな
ることがあっても仕方がない，との意見についてどう思
いますか」 (X2=13.17 P<0.01, df=2) と両項目に
有意差がみられた（表14）。
因に，意見の整合性については表15のような結果とな
り，明らかに反対派での整合性がみられた（X2=24.51,
P<o. 01, df=2）。
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表14 公の利益，個人の権利に対する態度 表16A両派の住民意識の分析結果〈数値は小数点以下を示す）
公の利態益に対 対個人すのる権態度利にする度
賛 成 35 63 7 21 
反 対 24 12 25 57 
そ の 他 6 18 24 15 
i口h、 65 93 56 93 
但L，促進派の回答は，回答もれ，記入ミスによって減少した．
表15 意見の整合性
l促進派N＝民｜反対派N＝田
賛成→反対，反対→賛成
賛成→賛成，反対→反対
その他
17 
?
???
?
15 
24 
最後に，地域社会に関する住民意識を探る目的で10項
目の質問を行ない， 3件法による判断を求めた。質問項
目は中村（1974）の因子分析の結果から借用した。項目
1「都市の人間関係をめぐって様々なことが言われてい
ますが，あなたの毎日にとって隣り近所とのつきあいは
わずらわしいですかj，項目 2「区の改善・発展のため
に，自分の意見を発表する機会が与えられていると思い
ますかJ，項目 3「区議会の様子を見に行きたいですか」，
項目 4 「区の行政では区民の要求や不満を取り上げるの
を第ーにすべきですか，それとも国や都できめたことを
実行することを第ーにすべきですか」，項目 5「あなた
が住んでいる地域や身のまわりの問題を解決するのに，
町内会は役にたちますか」，項目 6「あなたにとってこ
の町は夜やすむために帰ってくる場所にすぎませんか」，
項目 7 「この町の人々は子供をよくしようと努力してい
ると思いますか」，項目 8「政治的にはどうであっても
区の行政となると党派的なちがいはないはずだという意
見がありますが，この意見をどう思いますか」，項目 9
「区役所は区の行政や仕事の内容を住民によく知らせて
いると思いますか」，項目10「区の行政は住民の要求に
こたえていると思いますか」
これらの回答を因子分析（主軸法〉したのが表16Aで
ある。促進派（N=89）と反対派（N=95）の因子構造
はほとんど類似していた。また，項目ごとについては項
目3, 6, 7, 8で有意差がみられた（表16B）。
第1因子 第2因子 第3因子
震 1~1~ 果｜量｜震 謀｜判長込派派 込派派 込派派
項目 1 190 -209 ー166ー229-069 -068 -119 334 29( 
項目 2 -371 381 328 一183173 073 326 143 656 
項目 3 033 -295 245 532 238 471 063 089 021 
項目 4 209 -094 -276 ー122ー528087 668 -232 501 
項目 5 -461 432 512 295 -228 105 187 -328 -159 
項目 6 114 -106 ー062ー266一225123 287 493 297 
項目 7 -434 424 472 219 037 212 080 297 ー027
項目 8 162 ー115070 373 -652 572 488 -096 145 
項目 9 -332 331 241 ー518-308 -550 198 551 309 
項目10 477 461 417 -026 054 238 一160一230036 
累積寄与率ll8~l2o~l19~l31~l34~［34~j43~［46~146~
表16B 両派に有意差がみられた項目
｜はい＇＂＇ "'*-1-'tの他l
問 21 I 66 I 5 項目 3 X2=1l.88 
反吋 44 I 49 I 2 P< 
促吋 21 I 62 I 8 項目 6 X2=9. 76 
反対派｜ 13 I 81 I 1 …1 2 
促進対 57 115 I 20 項目 7 X2=5. 76 
反対派I74 I 10 I 11 P< . 1 
促吋 41 I 29 I 22 項目 8 X2=10.08 
反吋 64 116 I 15 …1, df=2 
参考までに，こうした住民意識と併設幼稚闘への態度
を関連づけるためにクラスター分析（ユークリッドの距
離に基づく重心法）を試みた。促進派と反対派を一緒に
して（N=l84〕，反応の類似度によってまとめていった
のが表17である。一応2グループに分類してみたが，併
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設問題への態度を住民意識を判別するための指標とする
ことは無理なようであった。
表17 住民意識の類似性と併設幼稚園に対する態度
｜議に｜鰯に｜初他 x2検定
促進削イ 1013123 X2=7. 61 
N=83 
反対派N＝イ 17 I 13 I 17 
P<0.05 
df=2 
促進派N=39111 I 4 I 24 X2=7.00 
N=94 
反対派N寸17 I 17 I 21 P<0.05 df=2 
促進派日olnl4125 X2=6.64 
N=97 
反対派ド57117 117 I 23 
P<0.05 
df=2 
第3回訪問面接調査は， D小学校と同時期に併設の方
針が打ち出された当初反対運動を組織化しながら，結局
は昭和50年4月から併設幼稚園の開園となったT小学校
の学区内住民に対して行なわれた。
調査時期は50年8月末であり，被面接者は47年当時の
署名簿をもとに現在小学校1, 2年生（7～8才）グル
ープ46人，幼稚闘児該当（5～6才）グループ49人， 3
～4才グループ47人，併設幼稚園に通園しているグルー
プ30人，比較のためにD小学校校区内の反対派住民42人
を49年の署名簿から無作為抽出した。
回答者は一応主婦とし年令にはこだわらなかった。最
終回答率は46.7%にとどまり，各年令クツレーフ。内の促進
・反対派の回答者は10人前後であった。そのため，以下
の分析ではこれらを適宜再編成することにした（表18〕。
表18 各グループの子供の年令構成（T小学校〕
17吋I~.～ 6手｜ァ吻レ事ID 小グノレー グノレー ル一 一 反対派
0～2才 3 7 9 5 3 
3～4才 。 5 16 2 。
5～6才 11 18 4 6 2 
7～8才 16 4 4 1 1 
9才以上 13 11 8 3 24 
因に， 7～8才， 5～6才， 3-4才グループに属す
る促進派と反対派の年令構成はO～2才（促進派13人，
反対派6人）， 3～4才（促進派10人，反対派11人〕， 5
～6才（促進派19人，反対派14人〕 7～8才（促進派11
人，反対派13人）， 9才以上（促進派12人，反対派20人L
であった。
面接結果に入ると，公立幼稚園・保育園の利用率は7
～8才グルー フ。（19人）が21%, 5～6才グルー フ。（24
人）が16%,D小学校反対派（16人）では44%であった。
一方， 3～4才グルー フ。（21人〉は81%が公立を希望し
ていた。
但し，私立幼稚園の依存率は7～8才クツレー フ。が68%,
5～6才グルー プ。が79%, D小学校反対派が81%であっ
た。
併設幼稚園に対する態度は「どこの区でも公立幼稚園
の設置が強く要望されております。この地区では併設幼
稚簡として具体化されましたが，その併設幼稚園につい
ていかがお考えですか」と質問した。各グループとも促
進派と反対派の態度はほとんど同様であった（表19）。
そこで年令グループ間での比較を行ない（“よい”と”そ
れ以外”の2分類），有意差をえた（X2=7.51,P<0.05, 
df=2）。これは，幼稚園を利用できる年令でありながら
入園できなかった5～6才グループが特に否定的態度を
示したためである。一方， D小学校反対派はあくまで否
定的であった。
参考までに， T小学校校区内に居住する者で併設幼稚
園に通っている割合は45%(80名中36人）であった。
表19 開園した併設幼稚園に対する態度（T小学校〉
7 ～ 8 才プ
グJレー
5 ～ 6 才プ
グノレー グ3ル～ 4ー才フ。通園者D小学校
進促派 反対 グループ反対派
派
よい 5 6 5 1 7 6 5 2 
ふつう 1 1 。2 2 。 1 。
よ く 1 3 3 5 3 2 2 9 ない
その他 1 1 5 3 。1 。 7 
合計 8 11 13111卜2I 9 8 18 
更に， 「北区では，この地域以外にも併設幼稚園が計
画されておりますが実現していない地域もあります。そ
れについては如何お考えですか」と質問した。この結果
は各グルーフ。共に早期実現を主張していた（7～8才グ
ループ74%, 5～6才グループ67%, 3～4才グループ
86%）。
「併設幼稚園への要望，不満」としては，受益者であ
る通園者グルーフ。が”敷地が狭いこと”，”遊び場所がな
いことヘ“反対者が入国したこと”等をあげていたのに
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対して，各年令グループは代定員の増加ヘ”敷地の狭い
こと”，”選抜方法に問題がある”ことをあげた。
最後に，地域住民としての意識を探るために次の2つ
の意見を提示し，いずれかを選択させた。意見A 「土地
のしきたりにしたがって，人々との和を大切にする」，
意見B 「この土地に住んだ以上，権利として要望や意見
を区政に反映させてゆく」である。
結果は表20に示したように，各年令グルーフ。聞に有意
差がみられた（X2=7.65, P<o. 05, df=2〕。
しかしながら，促進派と反対派には有意差はみられな
かった。
表20 地域社会に対する態度（T小学校〉
7～8才 5 ～ 6 才プ3～4才グルー フ。グルー グループ通園者 D小学校
進促反 促進 反対 進促 反対 グループ反対派
派対派 派派 派派
意見A 4 1 7 5 9 7 1 11 
意見B 4 7 6 6 1 2 7 6 
無答 。。。。2 。。 1 
N 実験室におけるN人ゲーム
この実験事態は住民運動のシミュレーションをめざし
たものではないが，現代社会の一面としての不特定多数
の人々の間接的相互依存状態を取り上げた（辻・三井
1975）。
被験者は6人一組で実験ゲームに参加し，相互の反応
が直接見えない状況で二者択一反応を行なった。ゲーム
事態は囚人のジレン7 ・グームを拡大した Payoffsche-
du leを用いており，一方の反応は他の反応に比して常に
より高い得点をもたらす仕組みとなっていた（表21）。
被験者は実験室にやってくると，まず反応装置の取扱
いの説明をうけた。インストラクションは「これから簡
単なゲームを行ないます。 2つの数字のどちらかを選ん
で点数をとるゲームです。私が『いいですか』と言いま
したら，どちらかの数字にきめて『ハイ』の合図でその
数字にダイヤルを合せて下さい。次に両方の数字に対し
て与えられる点数を言いますから，皆さんは記録用紙に
自分の出した数字にO印をつけその点数を記入し累計点
を計算して下さい。そしてできるだけ多くの点数をとる
ようにして下さい。ところでこのグームの点数は自分の
実験状況は得点の多少はあるにしても点数の形がフ。ラ
スの場合とマイナスの場合（持ち点400からの減点〉に
大別されており，更に実験目的に応じて次の諸条件が設
定された。
実験条件I(Payoff schedule を提示しない場合〉…
－被験者はインストラクションの後，直ちに各30試行の
ゲームに参加した。実験条件E (Payoff schedule を提
示した場合〉・・・予め被験者に Payoffscheduleを配布
してゲームの得点構造を説明した後，ゲームに入った。
実験条件E (Social minimal situation〕…・被験者には
毎試行所定の数字のどちらか一方を選択するようにと教
示しただけで，それ以上のゲームに関する説明は行なわ
なかった。また，「できるだけ多くの点数をとるように」
との動機づけもなされなかった。
実験条件IV(Conflict situation〕…・・予め被験者に
Payoff schedule を配布してゲームの得点構造を説明し
た後， 「これからゲームを行ないますが次のような形で
賞金をお渡しします。 2ゲームの合計点が950点に達し
た人には 1,000円をさしあげます。この場合には他の皆
さんは何ももらえません。また950点に達した人がいな
くてグループの全員が820点以上の場合には，全員にレ
ポート用紙を一冊ずっさしあげます。全員が820点以下
の場合には賞品はありません」との教示を追加した。
表21 実験に用いた Payoffschedule 
協力反応を示した人数
o I 1 I 2 I 3 I 4 I 5 I 6 
十HI-LC競争反応 15 16 17 18 19 20 ／ 
条件 協力反応 ／ 11 12 13 14 15 16 
+LI-HC 競争反応 9 11 13 15 17 19 ／ 
条件 協力反応 ／ 9 11 13 15 17 19 
-HI-LC 競争反応-11 -10 - 9 - 8 一7- 6 ／ 
条件 協力反応 ／ -15 -14 -13 -12 -11 -10 
-LI-HC 競争反応-17 -15 -13 -11 - 9 - 7 ／ 
条件 協力反応 ／ -17 -15 -13 -11 - 9 - 7 
出す数字と他の人の出す数字の両方によってきまりま （注） HI-LCはHighindividual interest-Low common 
す。片方の数字の方が常に高い点数なのですが，皆さん interestの略記
がその数字ばかりを出すと全員の点数が低くなってしま LI-HCはいwindividual interest-High common 
います」とした。 interestの略記
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従属変数は「自分の利害が多数の人々との関係によっ
て規定されていることを知ったならば，自分のみに利益
をもたらす反応に固執することなく，短期的には不利と
なっても長期的には自分をも含めた関係者にとり望まし
い利害関係をもたらす反応を選択するようになるであろ
う」との実験仮説を検討するために， Payoff schedule 
の上では常に自分にとって不利な点数となる反応（協力
反応と呼ぶ〕の選択数を取り上げた。尚，試行数は各実
験条件についてHI-LC,LI-HC条件共30試行とした。
実験結果各実験条件における被験者一人当りの協力反
応数をみると（表22），点数の与え方をプラス乃至マイ
ナスとしたことの影響はほとんどなかったようである。
被験者の関心は各試行での得点自体にあったようであ
り， HI-LC(Payoff schedule上の点数差は5）と LI-
HC (Payoff schedule上の点数差は2〕条件の比較か
らも競争反応と協力反応の点数差が大きくなると，競争
反応の選択に駆りたてられる傾向がみられた。
この傾向は実験条件E （ゲームに入る前に Payoff
scheduleの説明あり〕と実験条件IV(Conflict situation) 
で顕著に現われた。一方，実験条件il(Social minimal 
si加ation〕では被験者自身に自分の置かれた状況が理解
できなかったこともあって，選択反応はランダムに近く
なってきた。
このかぎりでは，協力反応数を増加させる手段はPay-
off schedule上での得点差を小さくすることと被験者に
白からの置かれた状況が理解しにくいようにすることと
思われた。
表22 協力反応数の平均と分散 （〉は分散
+HI +LI It検定1-HI 1-=-JcI t検定一Lc -HC -LC 
実験条件I 7.36 8.08 7.2Jl 9.34 t = N=49 (44.15) (30.64) n.s. (44. (47.36) 2.23 * 
実験条件E 5.14 9.20 t= 4.81 9.58 t= 
N=48 (33.83) (70.03) 4.03本本(21. 52) (56. 78) 4.07** 
実験条件E 12.43 13.41 n.s. N=55 (23.08) (29.16) 
実験条件W 7.65 10.63 t = 
N=55 (34.88) (58.30) 3.03** 
市対応のあるt検定Pくo.05，”対応、のある t検定Pくo.01 
次に，グループごとに総反応数に占める協力反応数の
割合をみたのが表23である。グループの構成は実験条件
Iの場合6人ク勺レー フ。が7, 7人グルー プ。が1，実験条
件Eの場合6人グルー フ。が8，実験条件il,IVの場合6
人グルー フ。が8, 7人グルー フ。が1であった。分散分析
の結果，実験条件Eについて処理（F =7. 40, P<o. 01, 
df=3,21〕及びグループ（F =3. 12, P<O. 05, df=7, 21) 
の主要因について有意差がえられた。
実験仮説である「実験内容の理解と協力反応の選択」
の検討は，質問紙によって「自分のために最もよい反応」
「みんなのために最もよい反応」をチェックさせ正答群
と誤答群に分類した上で協力反応数を比較する方法をと
った。しかしながら，実験内容の理解が協力反応数を増
大させるとの結果はえられなかった。
表23 グループ。を単位とした場合の協力反応数の割合
｜；%｜；γγ1：~%1：~% 
+HI-LC 。4 1 2 1 。
実験条件I +L I-HC 。1 4 3 。。
N=8 -HI-LC 1 2 2 2 1 。
-LI-HC 。。4 2 2 。
+HI-LC 2 3 2 。1 。
実験条件E + L I-HC 。2 1 3 2 。
N=8 -HI-LC 3 3 1 1 。。
-L I-HC 。1 2 4 1 。
実験条件E 十HI-LC 。。。4 4 1 
N＝ヲ + L I-HC 。。。3 3 3 
実験条件W +HI-LC 。4 1 4 。。
N=9 +L 1-HC 。1 2 3 2 1 
v 都市における住民運動
ここでは既存のデータを利用しながら，住民運動一般
について考察を行なう。
都市の定義は難しいが「非農業的な各種職業に従事し
ている人々が，一定量かつ高密度で居住し互いに特化し
つつ分業による相互依存関係を結び，間接的接触を含め
た各種のコミュニケーションを通じて絶えず革新的な文
化を形成している地域社会である」との立場を採ること
にする（松原1975，鵜飼・川野所収〉。
まず，都市住民の生活の多様性を展望するためにその
所属集団を取り上げてみた。調査地点は表24に示したよ
うに調布市，武蔵野市，府中市，八王子市（以上は鵜飼，
川野より引用〉及び茨城県牛久町，白河市（早大社会科
学研究所1974より引用〕である。
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表24 住民の集団所属状況（単位%）
｜調布市｜武蔵野市｜府中市｜八王子市［白河市 i牛久町
自治会・町内会 91. 2 38 
防犯協会・消防団 10.1 19 
氏 子 g. ミ 6.6 6 
婦 人 組 織 6.9 2 
P. T. A 26.0 18 
商店会・同業組合 6.9 7 
農 協
青年組織・老人クラブ 4.3 4 
講 無 尽 1. 6 1 
趣味の会・スポーツ団体 16.8 14 
，刀＂＇ミ， 教 団 体 7.5 5 
政治団体・政党 2.5 2 
労働組合・職場の同好会 23.0 23 
同窓会・県人会 26.7 29 
ライオンズクプラブ， ロー
タリークラ 0.6 1 
そ の f出 2.8 2 
不 力日 入， N. A 9.1 2 
分類カテゴリーに多少の相違はあるが，都市化に伴う
変化は「労働組合・職場の同好会」 「同窓会・県人会J
「趣味の会・スポーツ団体」といった所属集団のウエー
トに表われるようである。
因に，都下の4市において町内会・自治会が必要とさ
れる理由は「親睦」 32～39%，「住民の要求」 22～34%,
「防犯」 15～25%, 「連絡J11～15%等であった。
表25 東京都における各ニーズの担い手
80.0 68.7 80.2 73. 0 
12.8 8.9 9.1 3.2 
4.9 7.4 5.3 
3.4 14.1 
19.4 23.7 10.5 17.2 
4.2 5.7 8.8 8.0 
2.6 12.4 
5.8 4.1 5.1 4.4 
0.5 1. 0 
10.2 13.4 3.6 3.9 
5.8 10.1 1. 4 4.6 
0.7 2.5 1. 9 3.6 
23.5 21.1 8.8 12.6 
23.1 23.2 
0.4 0.1 1. 7 0.5 
2.4 3.3 4.4 1. 2 
15.0 12.8 
住民は日常生活や地域生活において様々な不満をいだ
いているが，その解決を求める問題の内容に応じて担い
手も異なってくる（表25〕。
例えば，教育問題については30～40代の高学歴者でホ
ワイト・カラー，青少年対策については40～50代の男性
で高学歴者といった傾向がみられる。
｜教育［公園l青少年対策l交通｜道路｜環境融i福祉一般｜児童福祉｜老人福祉｜公害
年代別 30, 40代30, 2併t50, 40代 30(20, 40) 50(40) 40(20, 30) 高令者 30代 60代以上 20代
男女別 男 男 女
学歴別 高学歴 高学療 高学歴 中学歴 低学歴 中学歴 低学歴 高学歴
ホワイト 単純労働者 ホワイト 無含努自職揚） 営 （主婦ホワイト ホワイト 主自婦営業主 ホワイト ホワイト階層別 ・カラー ・カラー 自・営カ業ラー主 ・カラー ホワイ ・カラー 業労働主者 ・カラーカラー 主婦
（松原，似国貝1976，住民運動の論理P388より引用〉
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こうした不満の解決方法は「区・自治会・町内会」と
「直接の行政担当者（市役所等〉」に大別されるが（表
26A, B〕， 「何もせず」との回答が高率であることは
住民の不満・要求を吸い上げる努力を行政に課している
と思われる。
表26A 日常生活での不満の解決ルート （単位%〉
1：~1警長｜政党｜瞬間縄Zミlitの｜軍事
八市王子 13. 7 4.9 28.4 2.1 1. 4 0.2 2.1 37.5 
府中市 25.9 6.7 1. 1 23.8 1. 4 1. 7 1. 8 37.6 
武市蔵野 16.6 10.0 12.2 3.0 2.5 0.4 2.6 52.7 
調布市 15.5 7.7 25.1 2.8 2.1 2.8 44.1 
｛鵜飼，川野編， 1975，人間と都市環境② P248より引用〉
表26B 地域生活の不満解決方法 （単位%〕
｜牛久町｜上尾市
できるだけ我慢 10.9 19.9 
他人依存 7.0 3.2 
区・自治会 38.3 42.3 
市 役 所 20.9 11.6 
議員・有力者 5.1 1. 7 
自 分 で 3.9 3.9 
住民運動 6.1 11.0 
そ の 他 0.5 0.8 
D. K 7.3 5.6 
百十 100.0 100.0 
〈早稲田大学社会学研究所1975，研究v9ーズ8P79より引用〉
この点について，横浜市の場合を取り上げる。横浜市
では「市長への手紙」を始めとして，市民相談室・区民
相談室を設置し，住民集会や街頭巡回相談を行なってい
るが，こうした行政努力の効果は次の通りであった
（表27〕。
不満や要求解決のために行政側が用意したルートを利
用したことのある者は僅か25%程度であり， 「不満はあ
るが，どれも利用したことはない」者が41.2%, 「不満
がないから，どれも利用したことがない」者が32.8%と
なっていた。
次に，市政の目玉ともいえる「市長への手紙」 （用紙
表27 横浜市役所への不満や要求の訴え方
「市長への手紙Jの用紙又はふつうの手紙を 8.1% 出した
陳情または請願を出した 8.9% 
担当の係員に話した 3.5% 
市（区〉民相談室に話した 4.5% 
役所の街頭（巡回〉相談で話した 0.9% 
住民集会で役所の人に話した 4.2% 
その他（訴えた方法を具体的に〕 2.1% 
不満がないから，どれも利用したことがない 32.8% 
不満はあるが，どれも利用したことはない 41.2% 
わからない 0.8% 
設問「あなたの生活環境についての不満や要求を訴え
るのに，次のような方法がありますが，あなたがこのな
かでご利用になったものがありましたらいくつでもあげ
て下さい」
〈飛鳥E一雄，富田富士雄編著； 1974，都市自治の構図 P64より引用〉
は全戸配布〉を出した人への行政の対応を取り上げると
「役所から回答があり，問題が解決した」ケースは17%
であった。一方， 「連絡も回答もなかった」ケースは11
%であり， 「検討中又は参考にする」が16%, 「役所か
らの調査や説明はあったが，その後どうなったかわから
ない」が19%, 「不可能」が14%であった（表28）。
表28 住民の要求と行政の対応 （単位は人数）
｜満足｜不満足1~~： ~1 言十
回決答があって，問題が解
した 28 3 1 32(17%〕
「何カ月（回年答〉後がに解決す
るJとの あった 11 3 1 15( 8%〕
「す検る討」中」またはが「参あ考っに
との回答 た 7 19 3 29(16%) 
「不可能」との回答があ 7 18 1 26(14%〕った
回解答決はなかったが，問題
は した 8 3 
。11( 6%) 
役あ所っからの調査や説明は
たがその後どうなっ 8 24 2 34(19%) 
たかわからない
連絡も回答もなかった 1 16 4 21(11%) 
その他 7 6 。13( 7%) 
はっきりおぼえていない 2 1 。3( 2%〕
計 ド91 931 12 l1s4c酬）
設問「あなたが要求を出された後，役所はどのような
処置をしましたか。次のなかから，一つだけを選んで下
さい」 （市長への手紙を利用した人N=184〕
〈飛鳥田一雄，富田富士雄編著；1974 都市自治の構図 P68より引用〉
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ところで，住民が行政に不満を抱く主たる原因は「役
所に予算や権限がないということだったが，要求実現の
ため役所はもっと努力すべきであった」 「不可能という
回答であったが，役所が解決してくれでもよい問題だと
思った」 「できるできないは別として，回答に誠意が感
じられなかった」等であった。
こうした結果をみると，折角のアイデアもその運用の
任にあたる担当者の応待次第では却って行政に対する失
望を増幅しかねないともいえる。更に，行政仮ljの努力に
もかかわらず要求を出さない人達の理由は「要求を出し
でも，どうせすぐには解決しないだろうJ38%, 「これ
くらいの不満は， いまの都市生活では辛抱すべきだ」
17.5%等であった（表29）。
これらの人々の属性ば男性よりも女性に多く，年令と
しては20～30代と65才以上に多かった。また，地域社会
での役職経験がなく（町内会・自治会の役員， P.T.A.
の役員，団体役員，市政モニタ一等〉，居住年数は3年
未満で，寮や民間アパートの居住者の比率が高かった。
表29 要求を出さない理由
要求を出すひまがない 12( 7%) 
役所にかかわるのは，めんどうだ 4( 2%) 
要求を出しでも，どうせ，すぐには解 68(38%〕決しないだろう
誰かがやってくれるのをまっ 9( 5%〕
自治会・町内会が要求を出すべきだ 23〔13%〕
今も後，なんらかの方法で要求を出すつ 31(17.5%) りだ
これくらいの不満は，いまの都市生活 31(17.5%〕ではしんぼうすべきだ
計 ト78(10
設問「不満があるのに役所に要求を出さないのは，な
ぜですか。次のなかであなたのお考えにいちばん近いも
のを，一つだけえらんで下さい」
（飛鳥田一雄，富田富士雄編著， 1974，都市自治の構図 P73より引用〉
みよくするように心がける。
上記のモデルを調査に適用した結果が表初である。八
王子市，府中市，金沢市の調査を通じて「コミュニティ」
モデル50%が近くとなっていた。
表30 住民のもつ地域社会のイメージ （単位制
l地触l伝鯉 ｜僻｜コミユIN.A
同体 ｜アノミー ｜ ｜ニティその他
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（松原治郎編著； 1974，住民参加と自治の革事 P184より引用）
住民運動への参加意識と参加行動との関係をみると
（上尾市調査， Nニ593, 1975〕，参加経験のある場合
(N=l60）の参加内容は「積極的ではないが，できるだ
けのことはする」 39.3%, 「直接活動に参加することは
できないが，署名やカンパなどには協力する」 40.6%が
大方であった（表31）。
一方，住民運動に参加しなかった者（N=l28〕の理由
は， 「時間的余裕なし」 40.6%, 「自分には関係、のない
問題だから」 16.4%等であった。
因に，先の横浜市調査では「あなたの身近に公害など
の問題で運動を起こそうという話が出て来た時，あなた
はどうしますか」との設問に対して， 「自分からすすん
で運動を起こす」 14.2%, 「時間的余裕があれば参加す
る」 43.4%, 「あまり拘束がきっくなければ参加する」
14.6%, 「近所の人にさそわれれば参加する」 25.1%,
「運動をおこすことも参加することもしない」 2.7%と
の回答がえられた。
表31 住民運動への参加意識と参加行動（単位は人数〉
｜雪~~~cl惣~1：~1雲市
積運極動的に参加し，そ 18 5 。1 24 の をおし進める
積極的ではないが，
できるだけのことは 63 41 。3 107 
する
直接活動に参加協すが署力ることはできない 65 71 1 。137 
す名やるカンバには
協力する意志はない 4 4 。1 9 
いちがいには言えな 5 5 1 。11 し、
わからない 5 2 。。7 
言十 12151295 
地域社会に対する住民意識は，意見の形で次の4類型
に分類されている（奥田1975）。（1）「地域共同体」モデ
ル・－一この土地には土地なりの生活やしきたりがある以
上，できるだけこれに従って人々との和を大切にしたい。
(2）「伝統型アノミー」モデル…・・この土地にたまたま生
活しているがさして関心や愛着といったものはない。地
元の熱心な人達が地域をよくしてくれるであろう。（3）「個
我」モデル……この土地に生活することになった以上，
自分の生活上の不満や要求をできるだけ市政やその他に
反映していくのは市民としての権利である。（4）「コミュ
ニティJモデル・－－－地域社会は自分の生活上のひとつの
よりどころであるから，住民がお互いに進んで協力し住 （早大社会科学研究所 1975，都市化と住民参加 Pl36より引用）
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ところで，住民運動の相手と方法について兵庫県と秋
田県を取り上げて（1970.10～1972. 9）分析したのが，
表32，表33である。運動の相手方をみると， 「市町村・
都道府県・国等」が兵庫県で58.3%，秋田県44.0%，「私
人・私企業・業界等」が兵庫県11.9%，秋田県22.4%,
「相手のないもの・特定できない場合」が各々28.3%,
42.0%となっていた。
住民運動の方法としては， 「署名運動・誇願・陳情・
抗議」が各々41.3%, 31. 7%, 「集会・デモンストレー
ション・直接交渉」が16.6%と14.2%, 「実力行使・裁
判」は各々2.4%,2.5%であった。運動の形態としては
穏健な手段にとどまっていると言える。
表32 住民運動の相手 （単位は附 (197仏10、1972.9についての分類〉
脇陣暗合｜市附｜都道阿国｜軍事判外OO~tili~t~な｜宮沢慢で｜不明
兵庫県｜ 9.7 
秋田県｜ 19.5 
2.2 
2.9 
37.4 
25.0 
（訟原治郎編著， 1974，住民参加と自治の革新 PlSOから引用）
表33 住民運動で用いられる方法
0.4 
0 
0 
0.8 
9.1 
19.5 
19.2 
22.5 
1. 6 
1. 2 
〈）内はsis. 0970.10、l骨1.9について）
｜実力行使l~！tt~1直接交渉｜署名運動！書官｜裁咋語会｜落語ピス｜その他｜不明｜ 計
開 Ico'. 103 77 60 386 (9.5) (7.1〕 (5.6) (35.7) 
秋田県｜ 21 13 15 61 (8.8) (5.4〕 (6.3) (25. 4) 
〈松原治郎編著； 1974，住民参加と自治の革新 Pl58から引用〉
このなかから，請願・陳情に伴なう署名運動の実態を
取り上げると（三井1976〕，署名を求められた際に「は
っきり断る」と答えた者は 1.6%であり，大方は「内容
によるJ77.2%と答えていた。次に，誇願・陳情に署名
した後でその結果についての連絡は「ほとんどない」
(73. 0%）のが実情であった。
請願・陳情の有効性については， 「非常に有効J14.9 
%, 「やや有効」 36.2%, 「役にたたない」 12.2%との
判断がなされていた。
最後に，住民運動の展開過程を図式化すると（松原・
似回貝1976），運動のキッカケは安定していると恩われた
生活構造への危機感・不安感に基づくことが多く，この
共通の心情を媒介として運動への手探りが始まる。つま
り，①当該問題の主体的解決者（団体）一一一町内会， P.
T.A，有力者等一ーを求める働きかけが試みられるが，
②未だ運動の中核となるメンパーの役割は分業化されず
③問題への対処の仕方は「困ったこと」 「心配なことJ
の次元である。運動の組織化が進むと，①運動を担う実
践集団が構成され，②当該問題は他の問題との関連のな
かで把握される。
つまり，自からの運動に「正統性」を付与する所とな
り，中核メンパーの主体性が明らかにされるとともに初
期にみられた“エゴイズム”が克服され，非参加者への
19 126 54 244 5 1,081 
(1. 8〕 (11. 7) (5.0) (22.6) (0.5) (100. O) 
6 22 68 10 23 240 
(2.5) (9.5) (28.3) (4.2) (9.6) (lOD.O) 
働きかけが容易となる。
こうした図式を本調査に適用すると， F小学校の場合，
区側は予め町会長や地元有力者の了解を取りつけた上
で，併設の方針を打出してきた（昭和47年7月〉。これ
に対して， F小学校P.T.Aは臨時総会を開催して「併
設幼稚園には反対，独立幼稚闘を要求」と決議した（P.
T.Aが反対運動の主体となることが明らかにされた〉。
しかしながら，区議会での政党間の対立の余波をうけて
P.T.A役員会も併設問題を巡って分裂した（つまり，
不安感に基づく防衛反応は，内部での意思統一の努力が
十分でないと本来の目的を見失なってしまうことがあ
る〉。
昭和48年度の役員選挙は両派の動員により出席者 300
人を数えたが，結局反対派が多数を制することとなり運
動の継続が認められた。
49年度からは役員選挙の規約が改正され，引き続き反
対派が多数を占めた（包括的な寄合い所帯から組織固め
の段階へ〕。 49年7月の第1回工事には約100人を動員し
て工事を中止させた。 10月からは工事再開の動きに備え
てピケをはるとともに労組などの支援態勢を整えた（実
践集団の成立と他のグルーフ。との連帯）。 51年3月にな
って区側は建設予算案を計上しない方針を明らかにし，
事実上併設幼稚園を断念した（住民運動の成功〉。
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このようにして，当初は受け身の形で始められた住民
運動が何らかの形で相手方の計画を阻止しえた段渚で打
切られるならば，今後とも住民運動l土”エゴイズム”の
域を脱しえないままに政治的 impactを失なってしまう
ものと思われる。 代声の大きい者が得をする”ことにな
る運動形態は従来の政治パターンとほとんど変わる所が
ないといえる。
附記本研究に際しては多くの人々のお世話になりま
した。特に，辻正三名誉教授（昭和51年3月まで都市研
心理斑の代表者〉には調査の全般を通じて御指導をえま
した。また訪問面接調査では川井田誠氏，山本孝君（昭
和50年度卒業生〕，実験では幸田栄さん（昭和49年度卒業
生〉，結果の分析では西村弘之氏（本学研究室）の協力を
えましたことを付記して，謝意を表します。
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A Psychological Approach 
to The Resolution of Conflicts among Residents in Large Cities (II) 
Hiro阻kaMitsui (Tokyo Metropolitan University) 
The responses of residents toward the project of (individual interest〕. That is, the family with child 
the city government who planned the construction of of school age were opposed to the construction. The 
kindergarten on the ground of primary school were family with an infant child expressed one’s approval. 
investigated with psychological approach. On this pro- (2) The participants of the consenting party were more 
blem, the signature-seeking campaigns for the const- familiar to回chother than the dissenting party. For 
ruction of kindergarten were conducted under the example, the number of acquaintances in the former 
direction of the town associations. The other campai- party was 4. 05 and in the latter party was 3. 49. (3) 
gns were under the direction of P.T.A of primary The organization of attitudes toward community did 
school. However, the antagonism between a dissenting not be effective to predict the content of signature. 
party (mainly, P.T.A〕andthe city government con- Furthermore, N-person game extending "Prisoner’s 
tinued over four years. dilemma gam巴” wasconducted to examine the above 
The procedures of analysis by the use of records of findings in the experimental situation. Each group 
signature wereぉ follows;(l)mapping of signers on consisting of six persons faced a choice between two 
the chart in order to catch the images of campaigns, actions,one of which was to his own shortrun advantage 
(2) catego工izationof signers by mean:; of the reはdent and the other of which w出 inthe common interest. 
cards for the purpose of reLting those children’s year The more persons who choosed the latter action, the 
to the content of petitions, (3) interview with signers beter off they al were. The results of experiment 
on the random sampling in order to see the de臼ils confirmed the importance of individual interest in the 
of the signature-seeking campaigns. determination of one’s attitude. 
The main results obtained were as follows ・（1)To In conclusion, the movement of residents w田 said
some degree, the attitudes toward the construction of to keep one’s gain (well-grounded claim〕inthe cha-
kindergarten were determined by the children's year nge of ordinary life. 
